
 

 

すべての子どもを対象に、広義の教育の無償化を求める提言書 

～中高生世代600人への「子どものまなぶ権利とおかね」ヒアリングから～ 

2021 年 10 月 6 日 

公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン 

 

学校にかかるさまざまな私費負担や新型コロナウイルス感染症の影響がある中で、子どもたちの「学ぶ権利」は守られているの

か、子どもたち自身はいま学習環境について政治や社会にどんなことを伝えたいかを知るために、セーブ・ザ・チルドレンは 2021

年 4 月から 7 月にかけて、中学・高校生世代の子ども・若者たちを対象とした「子どものまなぶ権利とおかね」ヒアリングを実施し

ました。アンケートとインタビューを通じて、1 都 8 県に住む約 600 人の子どもたちから寄せられた声をもとに、広義の教育の無償

化を実現していくため、以下を国・自治体・学校など関係機関へ提言します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）高等学校等までの教育の無償化のロードマップを策定する 

2021 年度、約 1,270 万人の子どもたちが初等中等教育機関、専修学校・各種学校に在学していますi。その中には、学

校にかかるお金iiに困りごとや不安を抱えながら学んでいる子どもたちもいます。本ヒアリング調査のアンケートに回答した子どもたち

の約６割がおとなや政府のひとたちに求めたいこととして、「学校に必要な教材は学校が用意する」を挙げました。また、「高校ま

で政府がお金をはらう」、「高校も、義務教育の枠に入れて欲しい」という声も寄せられています。 

修学支援制度として、就学援助iiiや高等学校等就学支援金、高校生等奨学給付金ivなどがあり、国の補助金予算単価

が増額されつつあるものもあります。一方、市町村ごとに定められる単価・費目・認定基準のため低所得世帯であっても必ずしも

支援対象とならない、あるいは十分な公的支援を得られないことv、支給期間の超過分が対象外となることvi、私費負担による

支出額と給付額に大きな開きがあることvii、各制度とも申請手続きが煩雑であることや必要な人に知られていない・使われてい

ないことなどは、継続的な課題です。 

国連子どもの権利条約は、子どもたちが平等に教育を受けられる権利を定めています。また、社会権規約 13 条 2 (b) (c) 

は、中等教育・高等教育における無償教育の漸進的な導入を規定していますが、これを 2012 年に日本政府が留保撤回し

てから、2022 年で 10 年が経ちますviii。子ども間の格差や申請主義による漏給をなくしていくためにも、引き続き各支援制度

の拡充をはかると同時に、当事者である子どもたちの意見を聴きながら、すべての子どもを対象とした中等・高等教育の「広義の

無償化」に向けてロードマップを検討・策定することを求めますix。無償化の対象費目は、授業料にとどまらずx、教材費や制服

代、部活費用などのほか、障がいや疾患、日本語・母語教育のニーズなどに応じた追加的支出も含まれます。 

 

 

 

 

（１）高等学校等までの教育の無償化のロードマップを策定する 

（２）給食を無料にする／昼食代の補助をおこなう 

（３）通学していない人もふくめ、多様な学びの支援をふやす 

（４）大学等進学にかかる立て替え・前払いをなくし、給付型奨学金をふやす 

（５）中学・高等学校等ともに最終学年の前から、進路にかかるサポート情報をわかりやすく届ける 

～「子どものまなぶ権利とおかね」ヒアリングより～ 

「自分や自分のまわりで、学校にかかるお金で困っている人がいると感じることがある」 59.9％ 

「高校生にも義務教育並の支援をしてほしい。高校くらいは卒業しなきゃ就職も困難な世の中なのに、 

高校は義務教育ではないからと疎外されがちです」                             （千葉県、高校 1年） 

「教材とかも自分で払っているので、親は一切、手伝ってもらえないっていうか」                 （神奈川県、高校 3年） 
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（２）給食費を無料にする／昼食代の補助をおこなう 

文科省の調査によると、2018 年度の完全給食の実施率は中学校で 86.6％xi、学校給食費は公立中学校で 4 万

2,945 円となっています。「子供の学習費調査」では、高校の給食費は記載なしとなっていますが、もちろん昼食代がかからない

訳ではなく、子どもの食べる量は高校生世代の方が多く、その分費用も高額になると推察されます。本アンケートでも、学校など

で経済的な影響を感じると回答した子どものうち、「おなかいっぱい食べられないため、授業中、空腹で過ごすことがある」と答えた

人は、5 人に 1 人（22.6％）にのぼりました。 

高等学校等への進学率が 100％に近い現状においてxii、学校を通じて食事を提供することは、子どもの学び・学校生活を

支えるだけでなく、その日唯一かもしれない栄養のある食事を多くの子どもたちに保障することにもつながります。小中学校の学校

給食費の無償化には、年間 5,120 億円が必要との試算もすでに出されていますxiii。一律の給食メニューでは支障のある子ど

もには、昼食代の補助等の対応も保持しつつ、義務教育課程における給食の無償化と高等学校等における昼食費の補助を

求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）通学していない人もふくめ、多様な学びの支援をふやす 

国連・子どもの権利委員会が 2020 年 4 月の声明で、既存の不平等を悪化させないよう対応策を求めているようにxiv、従

来より、病気療養やいじめ、家族の介護・看護を行っているなどの理由により、通学の形では十分に学べない子どもたちがいま

す。さらに、新型コロナウイルス感染症の影響下において、オンライン学習や家庭学習、分散登校など多様な学習方法が増え、

家庭の経済的な負担も増加しているなか、その影響によって子どもたちの学びの理解度・習熟度に差が生じてきている懸念があ

ります。 

本アンケートでも、新型コロナウイルス感染症の影響拡大以降、「塾や通信教育などに通えなく・学べなくなった

（47.5％）」、「オンライン・家庭学習に必要なものを揃えられなかった（44.5％）」などの経済的な理由で、学校で学んでい

る内容がわからない・むずかしく感じるようになった子どもたちが一定数いました。学習指導員などの加配やオンライン通信費など

の補助拡充が予算計上されてきているものの、インタビューの中でも、「教えてくれる人があまり増えたような実感がない」、「授業

でわからないことは、聞けるタイミングまで取っておかなくてはならない」といった声が聞かれています。 

教育機会確保法では、子ども一人ひとりの状況を尊重しながらすべての子どもたちの教育機会の確保を基本理念としていま

すxv。引き続き、補習や少人数学級のための教職員・学習指導員等の加配xviやオンライン学習の経済的・人的サポートなど、

多様な学習支援の環境整備を進めるとともに、これらの予算が適切に執行されるよう、フォローアップ調査の実施を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

おとなや政府のひとたちに求めたいこと：「給食費・通学時の昼食費を無料にする」 51.3％ 

「フードパントリーを利用したけどたりないし、（・・・）お弁当も持っていけない時は誰かにわけてもらう」  

（東京都、高校 2年）  

［コロナの影響で下宿先の］ 「お昼ごはんも出なくなったりとか。なので、学校に販売しに来てるところで、やっぱお昼

ごはんを買わなきゃなんですけど、それもやっぱり結構お金かかっちゃうんで」                 （岩手県、高校 3年） 

「コロナ前とくらべて、経済的な理由で、授業内容がわからない・むずかしいと感じる」 33.0％ 

「パソコン、ネット環境が無いのでネットでの勉強も出来ず、学校も授業が早くわかりにくく難しくなって、 

やる気が更になくなった」                                              （神奈川県、中学 2年） 

「［塾に］ 今は行ってない。ちょうどコロナの 5月くらいに、知らないうちに辞めさせられた。とりあえず、別の塾とか

には行きたいなって思ってる。他の友達がいるから。でもやっぱりお金がかかるから、まあ…やめておこうって 

なってる」                                                                                              （神奈川県、中学 3年）  
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（４）大学等進学にかかる立て替え・前払いをなくし、給付型奨学金をふやす 

 本ヒアリングでは、中学校・高等学校等の就学費用についての困りごとだけでなく、進学・進路選択に関わる費用についても、

多くの子どもたちから不安の声が聴かれました。大学等の受験料、入学金、授業料の支払いなどについて、高校の高学年の子

どもだけでなく、中学生からも「負担が大きすぎる」との意見が寄せられており、自分の近い将来やきょうだいにかかってくる教育費

の不安が、現在の学びへの意欲にも影響している現状が伝わってきています。 

OECD の報告書によると、初等教育から高等教育の公的支出が国内総生産（GDP）に占める割合は、2017 年の数値

で OECD 平均 4.1％、日本 2.9％であり、日本は比較対象国 38 ヶ国のうち 37 位の低い支出に留まっていますxvii。子ども

の教育への公的支出を抜本的に引き上げ、大学等進学にかかる立て替え・前払いをなくす施策を講じたり、給付型奨学金を

増やすなど、子どもの現在と将来の学びが経済的事情に左右されないよう予算配分・執行することを求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）中学・高等学校等ともに最終学年の前から、進路にかかるサポート情報をわかりやすく届ける 

上記項目（４）「お金が理由で進路をあきらめたりしないといけなくなり、勉強のやる気が低下した」割合を学年別に見ると、

上位の学年は、高校 2 年、高校 3 年、中学 3 年、中学 2 年となりましたxviii。これは卒業学年だけではなく、その前から中

学・高校卒業後の進路について経済的な影響を実感しており、そのために学習意欲も低くなっているという結果です。 

学校現場では、現状においてもさまざまな進路サポートがおこなわれていますが、修学支援制度を引き続き充実させると同時

に、それらのサポート情報を中学・高校等ともに最終学年の前から／早めに子どもたちに伝えていく必要性が示唆されています。

教職員等の加配予算も活用しながら、経済的な支援制度のみならず、進路選択や受験にかかる情報なども含めて、子どもに

わかりやすい方法・内容で届けられるよう求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「子どものまなぶ権利とおかね」ヒアリングでは、対面とオンラインによるアンケートとインタビューを組み合わせ、複数言語を用いな

がら、中高生世代の子ども・若者たちの現状認識や求めたいことを聴きとることに努めました。セーブ・ザ・チルドレンは、新型コロ

ナウイルス感染症の影響下においても当事者である子どもの声を聴きながら対策を推進していくことが不可欠であると考えます。

国においても「令和 2 年度子供の貧困に関する実態調査」、「GIGA スクール構想についてのアンケート」などが実施されている

ことを歓迎しつつ、子どもの意見表明権を保障するためには、より一層の取り組みが必要です。さまざまな形での意見表明の方

法を担保し、実態を把握しながら、聴きとり結果を着実に政策・支援策へ反映させていかれますようお願いいたします。 

「お金が理由で進路をあきらめたりしないといけなくなり、勉強のやる気が低下した」 43.0％ 

「国や県で授業料の免除制度があってありがたいのですが、先にこちらで学校側に支払い数か月後に戻ってくるパタ

ーンだと負担が大きいです。奨学金にしても一度は先に学校に自己負担になります。大学や専門校は、入学まえから一

年分先払いです。すごく負担大です。自己負担にならない制度があればもっと楽になると思います」  

（埼玉県、2021年 3月に高校卒業）   

「大学にお金がかかり過ぎて、就職にするか、奨学金という名のローンを抱えることになる」          （東京都、高校 3年） 

「お金が理由で進路をあきらめたりしないといけなくなり、勉強のやる気が低下した」 

上位学年順： 高校 2年 66.7% ／ 高校 3年 45.2% ／ 中学 3年 43.8％／ 中学 2年 36.8％ 

「塾や予備校に通っている友達は、効率的に情報収集や作戦を練ることができ、勉強に充てる時間も確保できていた

ようだが、私の場合は受験に必要な最低限の情報収集に時間をかなりとられてしまった」 

（神奈川県、2021年 3月に高校卒業） 

「必要な制度を自分から指定して相談にいかないと、その制度があるということも教えてもらえない。 

『この制度の相談に来ました』って言って、そうして初めて手続きを進めてもらえる」                 （神奈川県、高校 2年） 
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i 文科省「令和３年度学校基本調査（速報値）」 https://www.mext.go.jp/content/20210824-mxt_chousa01-000017617-1.pdf 

うち小学校は 622 万人、中学校は 323 万人、高等学校は 300 万 8,000 人、特別支援学校は 14 万 6,000 人ほか義務教育学校、中等教育学校など。 
ii 文科省「平成 30 年度子供の学習費調査（結果の概要）」 https://www.mext.go.jp/content/20191212-mxt_chousa01-000003123_01.pdf 公立中学校

における学習費は 48 万 8,397 円（うち学校教育費 13 万 8,961 円）、公立高等学校（全日制）では 45 万 7,380 円（同 28 万 487 円）。 
iii 2019 年度に就学援助を利用した子どもは、134 万 4,916 人（うち要保護者は約 10 万人、準要保護者は約 124 万人）。就学援助率は 14.53％。

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/05010502/017.htm 
iv 文科省「高校生等奨学給付金事業の概要」 2018 年度には、約 41 万 3,000 人が利用 

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2019/06/12/1348920_5.pdf 
v 文科省「令和 2・元年度就学援助実施状況調査結果」 https://www.mext.go.jp/content/20210323-mxt_shuugaku-000013453_1.pdf 

中学校について、国の予算単価と同額以上の単価もしくは実費・現物支給とした市町村は、学用品費では 74.6％、新入学児童生徒学用品費等 70.4％、通学費

23.0％、修学旅行費 81.1％（2019 年度）。認定基準を生活保護基準額の 1.1 倍～1.3 倍以下とした自治体は、1,766 市町村の 63.0％にのぼる（2019 年度）。 
vi 文科省「高等学校等就学支援金：支給期間・支給限度額一覧（令和 2 年 4 月以降）」 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/__icsFiles/afieldfile/2020/04/30/100014428_4.pdf 
vii 文科省「高校生等奨学給付金」https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/mushouka/1344089.htm 

全日制等の国立・公立高等学校等の在学者に対し、生活保護利用世帯は年額 3 万 2,300 円、非課税世帯の第 1 子は 11 万 100 円、第 2 子以降 14 万 1,700 円。 
viii 外務省「経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約（社会権規約）第 13 条 2（b）及び（c）の規定に係る留保の撤回（国連への通告）について」 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/tuukoku_120911.html 
ix その行程には、（１）高等学校等までの教材整備指針の策定（２）不要な教材・指定品の削減（３）申請型制度の現物支給・代理受領への置き換え（４）教育の公的

予算の拡大（５）交付後の使途フォローアップ（６）教職員や専門スタッフ等の人員増、なども含まれると考えられます。 
x 学校教育法・第 5 条「学校の設置者は、その設置する学校を管理し、法令に特別の定のある場合を除いては、その学校の経費を負担する」の経費に含まれる費目の再検討が必

要。1952 年公布の義務教育費国庫負担法では、教材費も国庫負担費目に当初含められていることにも留意。 
xi 文科省「学校給食実施状況等調査：平成 30 年度結果の概要」 

https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa05/kyuushoku/kekka/k_detail/1413836.htm 給食実施率は、小学校 98.5％、中学校 86.6％。 
xii 文科省「高等学校教育の現状について」（2021 年 3 月）https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/20210315-mxt_kouhou02-1.pdf  

国公私立の高等学校等（全日制・定時制・通信制）の進学率は 98.8％（2020 年度）。 
xiii 内閣府「平成 28 年第 3 回経済財政諮問会議：（資料２）600 兆円経済の実現に向けて～好循環の強化・拡大に向けた分配面の強化～」（2016 年 3 月 11 日） 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/minutes/2016/0311/shiryo_02.pdf 

試算額のうち、小学校給食の無償化予算が 3,237 億円、中学校 1,883 億円。 
xiv 国連・子どもの権利委員会「新型コロナ感染症（COVID-19）に関する声明」（2020 年 4 月 8 日） 

https://tbinternet.ohchr.org/Treaties/CRC/Shared%20Documents/1_Global/INT_CRC_STA_9095_O.pdf 
xv 「（資料）教育機会確保法と不登校支援施策」 https://www.nits.go.jp/materials/intramural/files/089_001.pdf 
xvi 文科省、国立教育政策研究所「OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）2018 報告書 vol.2 のポイント」（2020 年 3 月 23 日）

https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/data/Others/1349189.htm 支援職員や特別な支援を要する子どもを指導する教員の不足を挙げる声が大きい。 
xvii OECD "Education at a Glance 2020" https://www.oecd-ilibrary.org/sites/69096873-

en/1/3/4/3/index.html?itemId=/content/publication/69096873-

en&_csp_=b68ed930151b9d0f354aa48ee27178db&itemIGO=oecd&itemContentType=book 

Figure C2.2. Total expenditure on educational institutions as a percentage of GDP, by source of funds (2017) 

xviii 高校 4 年は回答数が 1 人だったため除いた。 

https://www.mext.go.jp/content/20210824-mxt_chousa01-000017617-1.pdf
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